
 

＜個別案件確認表（組織委員会）＞ 

        組織委員会担当確認年月日  令和２年２月 ５日 

                 東京都作業部会確認年月日  令和２年２月１２日  

                   （契約変更に伴う再確認日 令和２年９月１８日）       

 

事業名  関係機関連携指揮所                      

 

案件名  関係施設の借上げについて【大会延期に伴う契約条件の変更】        

 

 

確認の視点 組織委員会の見解 備考 

経費の負担が平成 29

年 5月 31日の合意の

考え方に基づくもの

であること 

本事業は大会運営の中心地域において即

応体制を担保するための要員待機施設の確

保による指揮機能の維持に係るものである

とともに、当該施設周辺におけるセキュリ

ティ対策に資するものであることから、経

費負担の考え方は、平成 29年 5月 31日の

大枠の合意の考え方に基づき都が負担す

る。 

予定価格はＶ４予算に収まっている。 

（令和 2年 9月 11日契約変更に伴う追記） 

延期経費については、現時点で取扱いが

未定であるため、当面組織委員会の負担と

する。 

 

事業の執行に当た

り、大会運営を担う

組織委員会が一括し

て執行した方が効率

的、効果的であるこ

と 

開催都市に立候補している段階より当該

借上施設の使用については、保証書を取り

交わすなどの協力関係を構築していたこと

から、組織委員会が一括に執行することが

妥当である。 

 

経費の内容等

が必要性（必要

な内容、機能か

など）、効率性

（適正な規模、

単価かなど）、

納得性（類似の

ものと比較し

て相応かなど）

必
要
性 

大会期間前後に起きたインシデントに即

応するためには、いつでも出動することが

できるよう、組織委、各治安機関等の要員が

24時間体制で一か所に待機できる拠点を整

備することが必要である。 

（令和 2年 9月 11日契約変更に伴う追記） 

本契約は、大会運営に必要な拠点整備を

確実に行い、安心安全な大会運営を実現す

るため、延期後も確保の必要がある。 

 

資料１７ 



等の観点から

妥当なもので

あること 

効
率
性 

借上げ費用の大半を占める施設利用料に

ついては、2012年に当該借上施設とオリパ

ラ招致委員会が締結した保証書の借上条件

を採用しており、過去大会における諸都市

で見られた借上条件の高騰と比べるとリー

ズナブルである。 

当該借上施設との交渉を重ね、特に一部

商業施設の営業補償に関して、先方から提

示された最大稼働日数（借り上げ期間中の

全土日祝日）よりも稼働実績に合わせた補

償額で合意するなど、借上げ経費圧縮に努

めた。 

また、組織委員会、東京都及び警視庁など

の治安機関で必要とする諸室のスペースを

精査し、大会関係者に借り上げて頂くなど

の協議を行い、負担額の一層の圧縮を実現

している。 

 

納
得
性 

保証書の借上条件を採用していることか

ら、当該条件の算定方法は立候補段階でＩ

ＯＣに示した算定式を使っており、算定プ

ロセスの適正性、公正性を担保している。 

（令和 2年 9月 11日契約変更に伴う追記） 

大会延期決定時点で、契約書締結の一歩

前の状況だったため、例年夏に利用してい

た大口客等の予約は既に断っている状況。

すでに 3 月末の時点で借上げから 4 か月前

の状況だったため、新たに契約先を獲得し

ていくことは容易ではなく、実損害が出て

いる状況。そのため、キャンセルポリシーに

準じた金額を出発点として、先方と協議。一

方で、コロナ禍という予見し難い事情によ

り大会延期となったことを踏まえると、組

織委側の帰責によるものとまでは言えない

という点をもって、先方と協議を進めた結

果、料率をキャンセルポリシーより減額す

ることで合意している。2021年の借上経費

(2020年度条件をスライド）に延期経費を加

えた総支払額は、2012年締結の保証書の借

上条件を適用した上限額の範囲内であるこ

とから、当該金額は妥当であると判断でき

る。 

 



その他経費の内容等

が公費負担の対象と

して適切なものであ

ること 

大会運営において、警備指揮機能が 24時

間稼働し続けることは、安全な大会運営の

根幹をなすものであり、本事業はそれを実

現するために必要不可欠なものであること

から、公費負担の対象として妥当である。

（令和 2年 9月 11日契約変更に伴う追記） 

延期に伴う追加経費については、既存経

費も含めて可能な限りの効率化、精査を図

っている。また、延期に伴う追加経費につい

ては、現時点でその取り扱いが未定である

ため、当面組織委員会の負担とする。 

 

＊公費負担の対象となるパラリンピック経費に該当するか否かについては、「パラリンピ

ック経費の基本的な考え方について」に基づき、パラリンピック作業部会において確認

するものとする。 

 


